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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制の構築・整備を継続的に行うことを、グループとしての重要な経営課題の一つとし
て認識し、スピーディーな意思決定が可能となるよう取締役は少人数にとどめ、権限と責任を明確にした上で少数精鋭主義のもと取締役会を運営
しておりますが、グループ経営上の重要な案件につきましては、四半期毎に開催されるグループ戦略会議において十分な議論を行っております。

また、当社グループは、平成15年４月１日から持株会社体制に移行し、当社は持株会社として各事業子会社へ権限を委譲し、経営遂行責任を持
たせております。

更に、当社グループの内部統制の方法として、「取締役会」「監査役会」「グループ戦略会議」「投資委員会」に経営監督機能を持たせ、経営上の
意思決定、業務遂行、経営監視の役割を明確にし、経営の透明性、公正性の向上とコンプライアンスの徹底を推進しております。

なお、当社のコーポレートガバナンス・コードの各原則への対応については、以下のとおり「コーポレートガバナンス・コードに関する基本方針」を
策定しております。

（コーポレートガバナンスに関する基本方針）

当社は、コーポレートガバナンスを、全てのステークホルダーのために企業経営及び業務執行における透明性、健全性、迅速性、効率性を実現
する企業行動の基礎と位置付け、コーポレートガバナンス実現の基礎となる内部統制システムの整備に取り組み事業の適正性を確保することで、
コーポレートガバナンスを有効に機能させ、企業グループとしての持続的な成長と中長期的な価値向上に努めてまいります。

１．株主の権利・平等性を確保するよう努めます。

株主の権利・平等性を確保するため、少数株主を含む全ての株主の適切な議決権行使に必要な環境を整備し、適時に適切且つ公平な情報開
示を行います。

２．株主以外のステークホルダーとの適切な協働が実現されるよう努めます。

当社の株主以外の様々なステークホルダーの利益に配慮し、良好な協働関係を構築することで、社会における当社グループの企業価値向上を
目指します。

３．適切な情報開示と透明性の確保に努めます。

法令に基づく情報開示のみならず、ステークホルダーにとって重要な情報については、正確且つ迅速に、アクセスが容易な方法によって広く開示
します。

４．取締役会の責務が適切に遂行されるよう努めます。

取締役会は、コーポレートガバナンスの有効性の実現を通じた、当社グループの持続的な成長と価値向上に責任を負っており、その責任を果た
すため、業務執行全般に対する監督機能を発揮し、公正な経営を実現するために最善の意思決定が行われるよう努めます。

５．株主との積極的且つ建設的な対話に努めます。

株主が当社グループの事業に関する理解を深め、当社と株主との間で積極的且つ建設的な対話が行われるよう、株主総会以外にも決算説明
会や投資家向け説明会を開催することで対話の機会を提供するとともに、対話の材料となるＩＲ情報を広く積極的に提供します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

補充原則４－１－３．

当社では、最高経営責任者（代表取締役社長）の後継者の承継計画は、経営理念や経営戦略を踏まえて適切に行われていますが、その選定手
続及び育成については課題であると認識しており、手続の客観性・適時性・透明性を高めるために、今後、候補者が最高経営責任者に相応しい資
質を有するか取締役会において十分な時間をかけて審議を行い、決定いたします。最高経営責任者の後継者については、人格・識見・実績を勘
案して適当と認められる者の中からその人物を選定することとしており、取締役会は、最高経営責任者を含む人事案の実施状況等につき監督す
ることといたします。

補充原則４－２－１．

取締役報酬については、取締役会で一任を受けた代表取締役社長が他の取締役と協議の上、一定のルールに基づき、株主総会で決定された
報酬の範囲内で、主に各取締役の職位や職務執行に対する評価、前年度の会社の業績・経営内容に加え、中長期的な業績及び経済情勢等を総
合的に考慮し、ストックオプションの付与も含め個別の報酬額を決定しておりますが、中長期的な業績と連動する報酬割合、現金報酬と自社株報
酬との割合等をより適切に設定し得る、客観性・透明性ある手続に従った報酬制度の設計についても検討してまいります。

補充原則４－10－１．

当社においては、Ｍ＆Ａをはじめとする投資案件に関する諮問機関である投資委員会を除き、任意の指名委員会・報酬委員会など、独立した諮
問委員会は設置しておりませんが、取締役会は、取締役の選任等に関する議案の株主総会への提出の決定ならびに役員報酬制度及び報酬基
準の決定または変更を行う場合には、事前に監査役会が形成した意見を聴取した上で審議を行い、また、独立社外取締役を選任すること等によ
り取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任の強化を図っています。また、指名・報酬等の決定に当たり、独立社外取締役及び独立社外監査
役の関与を得ることで、客観性・透明性を確保していることから、任意の諮問委員会は必要なく、現行の仕組みで適切に機能していると考えていま
す。



原則４－11． 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件

当社の取締役会は、経営、財務、会計、法律、人事・労務、自動車業界や住宅業界等の各分野における豊富な知識、国内外の経験及び能力を
有した取締役によって構成されており、取締役会としての役割・責務を実効的に果たすための多様性と適正規模を両立していると認識しておりま
す。

また、当社の監査役には、公認会計士及び弁護士が選任されており、財務・会計及び法務の分野に関する適切な知見を有しております。更に当
社の取締役会は、取締役会の機能向上を図るため、少なくとも年に一回、取締役会が社外取締役を中心として取締役会全体としての実効性に関
する分析・評価を実施しており、実効性の確保は確認されていますが、結果的に現在の取締役が全員男性となっていることから、更なる取締役会
の機能向上のため、ジェンダーの面での多様性確保についても引き続き検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４． 政策保有株式】

（政策保有株式の保有ならびに縮減に関する方針）

当社は、相手先企業との取引関係の維持強化、戦略的な提携関係の維持強化、相手先企業の成長性・財務安全性等の総合的観点から、保有
の経済合理性を検証したうえで、妥当と判断されたものに限って、政策保有株式として保有できることとしています。

こうした株式については、上記の観点に照らし、資本コスト（株主資本コスト及び加重平均資本コスト（ＷＡＣＣ））をベースとする収益目標と実際の
リターンや取引状況等を踏まえ、継続保有の可否について「取締役会」にて定期的に検証しております。

また、今後の状況変化に応じ、保有の妥当性が認められないと考えられる場合には縮減等の対応を検討してまいります。

■政策保有株式に係る議決権行使基準

保有している上場企業の株式の議決権行使にあたっては、提案された議案を検討し当社の中長期的な企業価値向上に資するものであるか、ま
た投資先の株主共同の利益に資するものであるか等を総合的に判断し、適切に行使しております。

【原則１－７． 関連当事者間の取引】

当社が役員や主要株主等の関連当事者との取引を行う場合には、形式的に利益相反の外観を構成する事案について法令に準拠した手続を実
施し、加えて、そういった取引が会社や株主共同の利益を害することのないよう、取引を行うにあたっては取締役会における審議・決議をはじめ、
関連規程等に定められた手続を要することとしています。

また、取締役会は、当社の全ての役員に対し定期的に関連当事者間取引の有無について確認を行う調査を実施しており、関連当事者間の取引
についての管理体制を構築しております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社及び一部の子会社は確定拠出年金制度に加入しており、同時に確定給付企業年金制度も一部導入はしていますがその比率は軽微であり
ます。

また、アセットオーナーとして期待される機能発揮のための人材の登用・配置・育成等に代わり、従業員に対しては、入社時に確定拠出年金制度
の運用商品の選定や資産運用に関する説明を行うほか、制度に関する理解を深めるための定期的な教育機会の提供を行っております。

【原則３－１．情報開示の充実】

ⅰ．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社ウェブサイトの「社長ＩＲメッセージ」「成長のためのビジネスモデル」に企業理念、経営理念、中長期ビジョン、事業拡大戦略等を掲載しており
ます。

「社長ＩＲメッセージ」 http://www.vt-holdings.co.jp/ir/message.html

「成長のためのビジネスモデル」 http://www.vt-holdings.co.jp/ir/business-model.html

ⅱ．本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当社は、コーポレートガバナンスを、株主をはじめとする全てのステークホルダーのために企業経営及び業務執行における透明性、健全性、迅
速性、効率性を実現する企業行動の基礎と位置づけ、コーポレートガバナンス実現の基礎となる内部統制システムの整備に取り組み当社グルー
プ事業の適正性を確保することで、コーポレートガバナンスを有効に機能させ、企業グループの持続的な成長と中長期的な価値向上に努めてま
いります。

ⅲ．取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

取締役及び監査役の報酬の決定については、社内規程等に方針を定めてはおりませんが、株主総会において決議された、取締役及び監査役
各々の報酬限度額の範囲内で、会社の業績、経営の状況、経済情勢等を総合的に勘案したうえ、取締役の報酬は独立社外取締役の出席する取
締役会の決議により、また監査役の報酬は監査役の協議により決定しております。

ⅳ．取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

取締役及び監査役候補の選任を行うに当たっての方針・手続に関しては、下記（1）、（2）の点を判断の方針として、選任の手続を行っておりま
す。また、各社外役員については、東京証券取引所の定める独立性の要件に照らして、当社との間に特別な人的関係、資本的関係または取引関
係その他の利害関係がないことで独立性を有しているものと考えております。なお、社外役員の選任理由については株主総会招集通知及び有価
証券報告書に記載しております。また、取締役の解任にあたっては、下記（3）の点を判断の方針として、取締役会において決定いたします。

1 取締役候補の指名について

取締役の選任にあたっては、下記の選任基準に照らし、取締役会において社外役員の意見を踏まえた審議を行ったうえで、指名を行って

おります。

（選任基準）

（1）当社の企業理念・経営理念を理解し、優れた経営判断の能力と豊富な経験により当社グループの事業の更なる成長・発展への貢献が

期待できること

（2）事業経営上の問題把握及び解決能力があること

（3）法令及び企業倫理に関する高い見識を有すること

2 監査役候補の指名について

監査役の選任にあたっては、下記の選任基準に照らし、取締役会において独立社外取締役の意見を踏まえた審議を行い、監査役会の

同意を得て指名を行っております。

（選任基準）

（1）当社の企業理念・経営理念及び事業内容に対する深い理解があること

（2）高い専門性と識見をもって独立的・中立的な視点から監査を実施できること

（3）取締役の職務執行が法令及び定款を遵守して行われているかを監査し当社グループの健全性と透明性の向上に貢献できること



3 取締役の解任について

取締役の解任提案にあたっては、下記の解任基準を踏まえ、取締役会において決定いたします。

（解任基準）

（1）公序良俗に反する行為を行った場合

（2）健康上の理由から、職務の継続が困難となった場合

（3）職務を懈怠することにより、著しく企業価値を毀損させた場合

（4）会社法第331条第1項に定める取締役の欠格事由に該当することになった場合

（5）選任基準に定める資質が認められない場合

ⅴ．取締役会が上記４．を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

社外取締役候補者及び社外監査役候補者の選任理由については株主総会招集通知において開示しておりますのでご参照ください。

http://www.vt-holdings.co.jp/ir/shareholders-meering/pdf/36st_notice.pdf

【補充原則４－１－１． 経営陣に対する委任の範囲の決定、概要の開示】

当社は、職務権限基準に基づき、取締役会、グループ戦略会議や主要ディーラー会議等の意思決定機関及び代表取締役、管掌取締役、グルー
プ会社経営責任者等の意思決定者に対して、承認、決裁、審議等に関する権限を明確に定めております。

【原則４－９． 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、会社法の規定及び東京証券取引所が定める独立性基準を踏まえた独立性判断基準を策定し、取締役会で審議し独立社外取締役の候
補者を選定しております。

【補充原則４－11－１． 取締役会全体の知識等のバランス、多様性、規模に関する考え方の策定、取締役の選任に関する方針・手続の開示】

当社の取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方は、取締役候補の指名に関する方針とほぼ一致
しており、その基準は、原則３－１のⅳ．に記載のとおりです。

今後は、方針につき必要に応じて社内規程等で定める等の対応を行うと共に、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及
び規模をより意識した体制を構築してまいります。

【補充原則４－11－２． 取締役・監査役の兼任状況】

当社は、社外役員を除く取締役及び監査役が他の上場会社の役員を兼任する場合には、取締役会の承認を要する旨を社内規程にて定めてお
り、全取締役・監査役の兼任状況について管理する体制を構築しております。

また、その結果は毎年定時株主総会の事業報告書において開示を行います。

【補充原則４－11－３． 取締役会全体の実効性に関する分析・評価・結果の概要の開示】

当社では、取締役会の意思決定機能の向上を図り企業価値を高めることを目的として、昨年度に引き続き、本年度も取締役会の実効性につい
ての自己評価・分析を実施いたしました。

自己評価・分析の実施方法については、あらためて検証を行い、自己評価・分析の客観性を担保するために外部機関の協力・助言を得ること、
手法として取締役会の構成員である社内・社外全ての取締役・監査役に対してアンケートを行うことについては、昨年度同様とし、アンケート項目
については、取締役会の構成・運営、取締役に対する支援体制・トレーニング、株主との対話、各役員の取り組み等に加え、持ち株会社に関する
項目を追加いたしました。

平成30年3月に全取締役・監査役に対してアンケートを実施しておりますが、当該アンケートは、昨年度と同様、後日結果について自由な議論が
行われることを前提に記名式とし、制約なく各々自由に意見を表明いたしました。

アンケート結果については、外部機関が公正・客観的に集計を行い、その結果報告に基づき、平成30年６月26日開催の取締役会において分析・
評価を行いました。

分析・評価の結果、昨年度の課題への対応を含め、各アンケート項目については、概ね肯定的な評価が得られており、取締役会の実効性につ
いては十分確保されていると認識いたしております。

一方で、グループガバナンスの強化、海外事業拡大に伴って生じる課題への対応、役員教育・育成のための施策実施等について意見が出され
ており、問題意識を共有するとともに、対策を検討・実施することで一致いたしました。

当社の取締役会では、これら自己評価・分析の結果を踏まえ、引き続き取締役会の実効性向上への取り組みを進めてまいります。

【補充原則４－14－２． 取締役・監査役に対するトレーニング方針の開示】

当社は、取締役及び監査役が、その役割及び機能を果たすために必要な、事業、組織、財務会計、法令等の事項に関する情報を随時収集・提
供しております。

また、外部研修・社内セミナー等、業務上必要な知識の習得等の機会を継続的に提供しております。

【原則５－１． 株主との建設的な対話に関する方針】

当社では、決算説明会を年２回開催し、その際の資料等につきＨＰを通じて公表することとしており、別途年に２回から４回、東京、名古屋、大阪
等にて個人投資家向け説明会を開催する等、積極的にＩＲに取り組み、当社に対する理解の促進に努めております。

また、株主との積極的且つ建設的な対話が、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、その方針を以下のとおりとしてお
ります。

（株主との対話に関する方針）

１．当社は、株主への情報開示に努め、株主との建設的な対話を通じて企業価値を高めます。

２．株主からの対話（面談）の申し込みに対しては、株主の意向を踏まえた上で、合理的な範囲で、IR担当役員が対応します。

３．IR担当役員は、株主の関心を踏まえた情報が必要に応じて提供できるよう、IR担当部門を中心に社内関係部門と連携します。

４．IR担当役員は、決算説明会、会社説明会などのIR活動を個別面談以外の株主との対話の手段とし、これらIR活動を積極的に実施すると共に、

その充実を図ります。

５．IR担当役員は、株主との対話によって把握された株主の意見・懸念・関心・要望等について、取締役会に適宜フィードバックを行い、経営に反

映させます。

６．IR担当役員は、社内規則（「インサイダー取引防止規程」）に従い、情報管理責任者と連携し、未公表の重要な内部情報（インサイダー情報）を

適切に管理します。

２．資本構成













2.監査監督機能

（内部監査）

社長直属の内部監査室が、「内部監査規程」に基づき、法令及び社内諸規定の遵守状況を監視し、業務上の不正・誤謬による不測の事態の発
生を防ぐとともに、業務の改善と経営効率の向上など、内部統制システムの構築・運用状況のチェックを目的として内部監査を行っております。

（監査役監査）

当社は、監査役監査体制の一層の充実・強化を図るため監査役を１名増員し、当社の監査役会は、本報告書提出日現在、常勤監査役２名（うち
社外監査役１名）と非常勤の監査役３名（うち社外監査役３名）の計５名で構成されております。

監査役は、重要会議への出席、取締役からの営業報告の聴取及び関連会社に対する業務監査、会計監査人の監査方法の適切性の協議、内

部監査室との情報交換等により、業務執行状況全般を監視しており、取締役会において、監査結果の報告、助言または是正の勧告を行います。

（会計監査）

当社の会計監査人であります監査法人東海会計社及び当社監査に従事する業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。

当社は監査法人との間で監査契約書を締結し、それに基づき報酬を支払っております。平成30年３月期において業務を執行した公認会計士の

氏名については下記の通りです。

監査法人東海会計社 代表社員・業務執行社員 後藤久貴氏、大国光大氏

※当社を中心としたグループ全体での内部監査体制の充実・強化を進め、当社及びグループ各社の監査役への情報提供を促進した上で、グル

ープ監査役連絡会などを通じた情報共有・意見交換を行い、監査役機能の実質的向上を図っております。

3.報酬の決定

各取締役および各監査役の報酬に関しましては、会社の業績ならびに取締役または監査役としての役割および貢献を勘案のうえ、株主総会に

おいてご承認いただいた総額の範囲内において、取締役については取締役会の決議を以って、また、監査役については監査役会の協議を以っ

て、それぞれがこれを決定することとしております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は社外取締役２名を選任し、取締役会の３分の１を独立性の高い社外取締役で構成しており、また社外取締役は、社外監査役４名を含む
監査役会と緊密な連携を保っております。

また、社外取締役が委員長を務める投資委員会を設置し、経営陣の意思決定の客観性及び透明性を高めています。

更に、社外監査役は、独立役員として経営から独立した客観性・中立性を確保した立場で取締役会に参加しています。

こうした現行の体制によって、経営の効率性の向上、健全性の維持及び透明性の確保が十分図られていると考えております。





Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保することを確保するための体制その他会社の業務の適性を確保するため

の体制について、次のとおり取締役会において決議し、これに基づき社内体制の整備を行っております。

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（1）当社のコンプライアンス担当取締役を責任者として、「グループ行動規範」・「コンプライアンス規程」等のルール整備及びグループコンプライア
ンス委員会（以下、委員会といいます。）の設置、担当部署への人員配置等の組織整備を行うとともに、内部通報制度として違反行為を発見した
場合の通報窓口（コンプライアンス相談窓口）を外部法律事務所に設け、取締役及び使用人による法令・定款の遵守を徹底します。

（2）重要なコンプライアンス上の事態が発生した場合は、各社から委員会に対して報告を行い、委員会において対策等を審議したうえで各社の取

締役会へ報告します。

（3）コンプライアンス担当取締役は、委員会を通じてグループ内のコンプライアンスの実施状況を管理し、教育研修体制の構築を推進することでグ
ループにおけるコンプライアンスの周知徹底を図ります。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

（1）取締役の職務執行に係る情報・文書（以下、職務執行情報といいます。）は、取締役管理部長を責任者として、法令及び当社社内規程等に
従って適切に保存管理します。

（2）取締役管理部長は、社内の重要事項に係る職務執行情報をデータベース化し、当該各文章等の存否及び保存状況を直ちに検索する事が可
能な体制を構築します。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（1）当社は、リスク管理に関する基本ルールである「リスク管理規程」を策定しており、当該規程に基づき、リスク管理全般についての情報収集・分
析・評価・対応までの一連の活動を通じた体系的なリスク管理体制を確立します。

また、子会社を含めたグループとしてのリスク管理を強化する為、グループ戦略会議において当社及び当社グループ内で発生が予想されるリス
ク及び潜在的リスクを排除・防止する為の協議を行います。

（2）内部監査室は、代表取締役社長直轄の組織として「内部監査規程」に基づく監査計画を策定し、内部監査を行うこととしており、内部監査を通
じて損失の危険のある業務執行行為等が発見された場合は、代表取締役社長に直ちに報告します。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（1）経営計画のマネジメントについては、経営理念に基づき策定される年度計画及び中期経営計画の目標達成のために各業務執行ラインで活動
することとし、経営計画が当初の予定通りに進捗しているか業務報告を通じ定期的に検証します。

（2）業務執行のマネジメントについては、「取締役会規程」に基づき該当事項を取締役会に付議し、取締役会においては経営判断の原則を踏ま
え、議題に関する十分な資料を全役員に配布します。

（3）日常の業務執行については、「職務権限規程」、「業務分掌規程」等に基づき権限の委譲が行われ、各レベルの責任者がそれらの規程に基づ
き業務を遂行します。

5. 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（1）当社は「関係会社管理規程」に基づき、子会社及び関連会社の適切な経営管理を行い、グループ戦略会議を通じて、子会社等における損失

リスクの管理に努めます。

（2）当社は、「グループ行動規範」及びグループコンプライアンス委員会を通じて、法令・定款の遵守を徹底する体制を子会社等と共有します。

（3）グループ会社間の不適切な取引または会計処理を防止するため、当社内部監査室は子会社等の内部監査室またはこれに相当する部署と

十分な情報交換を行います。

6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

（1）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、使用人を配置します。

（2）監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指示に従いその職務を行います。

7. 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動・人事評価については、監査役会の同意を必要とします。

8. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他監査役への報告等に関する事項

（1）取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて、以下の項目を始めとする必要な報告及び情報提供を行う
こととします。

・当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況に関する報告

・当社の子会社等の監査役及び内部監査部門の活動状況に関する報告

・当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更に関する報告

・業績及び業績見込の発表内容、重要開示書類の内容に関する報告

・内部通報制度の運用及び通報の内容に関する報告

・社内稟議書及び監査役から要求された会議議事録の回付

（2）前項各号に係る報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由として、不利益な取扱いをすることを禁止します。

9. 監査役の職務執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査の実効性を確保するため、監査役の職務執行について生ずる費用の予算を毎年計上し、計上外で拠出する費用についても、法令に則って
会社が前払いまたは償還します。 なお、監査役は、当該費用の支出にあたっては、その効率性及び適正性に留意します。

10. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役会は、監査役が取締役会及び重要な会議等に出席する体制を整備するとともに、定期的に代表取締役社長、内部監査室及び会計

監査人と意見交換する機会を設けます。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況



1. 反社会的勢力による被害の防止及び反社会的勢力の排除について、「グループ行動規範」において「暴力団、総会屋、テロ集団等の反社会的
勢力による要求に屈することが、結果的に反社会的な行為を助長することを十分に認識し、反社会的勢力に対しては、全力を挙げて毅然とした態
度で臨み、一切の関わりを持たない」旨を規定し、全取締役及び使用人へ周知徹底します。

2. 反社会的勢力による不当要求がなされた場合、コンプライアンス推進室を統括部署として必要な対応体制を編成し、顧問弁護士、警察や公益

財団法人暴力追放愛知県民会議等の外部の専門機関と連携して対応を行うこととします。








